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【要旨】　2002 年の知的財産立国宣言から日本の知財制度は大きく変化してきた．この知的財産立国宣言は，知識

社会の下，資源が少ない日本の今後の方向性を示す国家戦略として，無形資産や知的財産の創出，保護，活用に

つなげる価値ある情報づくりを打ち出し，日本経済の再活性化を狙うものと理解できる．

　そして，知的財産立国の宣言以降，毎年，知的財産推進計画が発表され日本の知的財産施策に関する方針が示

されてきた．知的財産推進計画では，産学官の分野に亘り，様々な施策を講じているが，近年，中小企業支援に

注力されている傾向であり，中小企業に対して，知財経営の普及，導入という文脈の中で知財戦略の重要性が求

められている．

　そこで，本論文では，ビジネスと知的資産・知財法研究の視点から日本の中小企業支援における知財経営の変

遷について確認し，知財経営を進めていくための今後の課題に言及したい．
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【Abstract】Japan's intellectual property system has undergone significant changes since the 2002 Declaration of the 

Nation as an Intellectual Property Nation.　This declaration of Japan as an Intellectual Property Nation can be 

understood as a national strategy to indicate the future direction of Japan, a country with few resources under the 

knowledge society, to create valuable information that leads to the creation, protection, and utilization of intangible 

assets and intellectual property, and aims to revitalize the Japanese economy.

Since the declaration of Japan as an Intellectual Property Nation, an Intellectual Property Promotion Plan has been 

announced every year, outlining Japan's policy on intellectual property measures.　The IP Promotion Plan has been 

taking various measures in the fields of industry, academia, and government, and in recent years, it has tended to 

strengthen and focus on support for small and medium-sized enterprises （SMEs）, and the importance of IP strategy in 

the context of diffusion and introduction of IP management is required for SMEs.

Therefore, in this paper, we would like to review the transition of IP management in the support of SMEs in Japan from 

the perspective of business, intellectual assets, and IP law research, and mention future issues to be addressed in order 

to promote IP management.

【Keywords】　IP Management　　　IP Strategy　　　Intellectual Assets　　　Intellectual Property　　　Competitive 

Advantage

1.　はじめに

2002年の知的財産立国宣言1から日本の知財制度
は大きく変化してきた．この知的財産立国宣言は，
知識社会の下，資源が少ない日本の今後の方向性を

示す国家戦略として，無形資産や知的財産の創出，
保護，活用につなげる価値ある情報づくりを打ち出
し，日本経済の再活性化を狙うものと理解できる．
そして，知的財産立国の宣言以降，毎年，知的財
産推進計画が発表され日本の知的財産施策に関する
方針が示されてきた．知的財産推進計画では，産学
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官の分野に亘り，様々な施策を講じているが，近年，
中小企業支援に注力されている傾向であり，中小企
業に対して，知財経営の普及，導入という文脈の中
で知財戦略の重要性が求められている．
そこで，本論文では，ビジネスと知的資産・知財
法研究の視点から日本の中小企業支援における知財
経営の変遷について確認し，知財経営を進めていく
ための今後の課題に言及したい．

2.　知財経営とは

「知財経営」とは何か．本論文は「知財経営」に
着目するため，まず定義を明確にしたい．「知財経営」
とは，中小企業支援の中では，知的資産経営又は知
的財産経営の両方の文脈で使用されており，その定
義は，現状でも明確に定まっていない．
経済産業省では，「知的資産経営2」の語を使用し
ている．「知的資産経営」とは，企業の競争力の源
泉となる人材，技術，組織力，顧客とのネットワー
ク，ブランド等の目に見えない企業固有の知的資産
を認識し，有効に組み合わせて活用していくことを
通じて収益につなげる経営のことを指す．
これに対し，特許庁では，「知的財産経営3」の語

を使用している．「知的財産経営」とは，知的財産
制度を利用して知的財産を取り扱う活動を企業活動
に取り入れて，企業が保有する知的財産を有効に活
用する経営形態のことを指す．
本論文では，ビジネスと知的資産・知財法研究の
視点から「知財経営」を検討するものである．特許
庁の定義は，経済産業省の定義に含まれると捉え，
本論文では経済産業省の定義を踏襲する．

3.　日本における知財経営の変遷

ここからは，20年間の日本知財学会誌に掲載さ
れた論文のうち，主に知財経営に関する先行研究の
レビューを通じて，日本における知財経営の変遷を
検討したい．
まず，知財経営に関する理論的研究として，鮫島

（2009）を挙げる．鮫島（2009）は，知財経営につ
いて「知財によって事業競争力を強化する経営手法」

と定義した上で，知財経営は，「組織の知財力」と
密接に関連するものと位置付ける．ここで，「組織
の知財力」とは，知財経営が実現されている，すな
わち知財による事業競争力が実現されている状態を
表し，日々の企業法務の中で知財経営理論をきちん
と実行できていることと説明する．
ここで，鮫島（2009）の知財経営理論は，知財経
営による事業競争力の向上は，次の三つのステップ
を経ることで実現できるとする．
①　「技術開発テーマを決める際に，将来の市場
規模及び必須特許取得可能性という二つの観点から
マーケティング調査を行い開発テーマを決定するス
テップ」
②　「技術開発の成果を知財として保護するス
テップ」
③　「取得した知財を現実のビジネスに適用し，
事業競争力を得るステップ」
鮫島（2009）は，マーケティングと必須特許の両
面から事業に役立つ技術を創出し，その成果は自社
の知的財産として権利化して保護し，現実のビジネ
スとして事業に活用するというプロセスを明示して
おり，これらプロセスを実行できていることが，「組
織の知財力」があると指摘した．
米山（2009）は，「知財を企業の製品・事業展開
における競争力を結び付ける能力」を「知財力」と
定義し，この知財力は，特許のみの「点」の競争力
ではなく，他の要因と連動した「面」の競争力の実
現が重要と指摘した．米山（2009）によると，知財
力は，情報資源を中心とした資源的障壁，事業収益
やコストの大きさを中心とする経済的障壁，顧客の
囲い込みを中心とした関係的障壁を生み出し，競合
他社の参入や模倣の抑制・阻止効果という「面」の
競争力が実現できると指摘するものである．
土生（2009）は法的保護の対象となる知的財産を
企業の競争力強化へ結び付ける活動によって「企業
知財力」が蓄積・強化されると指摘した．企業には，
知的資産と知的財産があるが，差別化された知的資
産は企業の競争力に結びつくものである．しかし，
知的資産は法的保護対象ではないものも多い．そこ
で，企業の競争力の源泉となる知的資産は差別化し
つつ，法的保護対象である知的財産を外的に作用さ
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せ競争力を高めることが重要と指摘した．
塚越（2009）は，知財経営について，「自己の保
有する資産のうち，知的資産をコアとして，競争力
や収益力を高める経営」と定義し，中小企業に対す
る知財経営コンサルティングを通じて経営課題が起
点となった普遍的な知財課題に対し成果を上げるこ
とによって，企業競争力が高められることを指摘し
た．このように塚越（2009）の研究は，自己の仮説
を中小企業支援の現場で検証する研究であり，今後
の知財経営コンサルティングの手法や人材育成につ
いて大きな影響を与えた．その後も，塚越（2012）は，
中小企業支援の現場における知財経営コンサルティ
ングを通じて，知財経営について検討しているが，
これらは知財経営に関する戦略の研究ではなく，知
財経営を支援する人材に関する研究である．本論文
では，知財人材の育成については，中心テーマでは
ないため，大きく踏み込まない．
遠山（2013）は，模倣がイノベーションに大きく
影響を与えることに着目して，模倣と創造の関係性
の観点から，知財経営の戦略を検討した．遠山
（2013）によると，知的財産を普及させて市場を創
ることを目的として，あえて模倣させるオープン戦
略を指摘した．遠山（2013）の指摘は，知的財産は，
「経営の競争優位性確保に必要な資源」であるとし
て，知的財産権によりクローズド戦略として参入障
壁を構築しても，市場ができていない場合には，参
入障壁も有効に機能しない．この参入障壁を機能さ
せるためには，まず市場づくりが必須であり，オー
プン戦略とクローズ戦略とを組み合わせることが必
要と指摘した．
また，遠山（2013）は，知識・技術・技能・価値
観等が経時的に模倣されていくと伝統という普遍的
な価値となると指摘する．社会における変化の中か
ら普遍的な事物や事柄を見出し，その普遍性あるも
のが，今後予想される社会変化に伴い，その先どの
ように変化するかを予測すること，つまり未来予測
に知的財産が活用できるという興味深い仮説を示し
た．変化の中に知的財産を見出す，すなわち変化の
どこに知的財産が存在するのか，存在すべきかを考
え，顧客ニーズの変化を先取りした優位性ある知的
財産を創出し，保護するという知的資産と知的財産

の戦略について言及した．
土生（2016）は，知財経営において知財戦略を立
案するだけではなく，企業の知財活動が継続的に実
践されなければ，経営に不可欠な要素として中小企
業の経営基盤の強化にはつながらないという問題意
識の下，知財経営の定着モデルを提示した．土生
（2016）によると，知財経営の定着モデルは，次の
四つの要素を備え，社内で知財活動に取り組むコン
センサスが形成され，知財活動が実践されることに
よって，経営に不可欠な活動として知財活動が定着
するとされる．
①　 知財法制度や知財実務に関する知識，スキル
の習得

②　 知財戦略，知財経営に関する知識，スキルの
習得

③　 企業の知財活動の経営戦略上の目的や位置づ
けの明確化

④　知財活動を実践する仕組みの構築
また，土生（2016）は，中小企業のタイプ毎に知
財活動へ取り組む意義について分析した．知財関心
度と売上動向を縦横軸としたマトリクスとして，中
小企業を四つのタイプに分類した．このマトリクス
のうち，特に，知財への関心が高く知財活動に意欲
的に取り組んでいることが推測されるものの，売上
が減少傾向にある企業群と，逆に，知財への関心が
低く知財活動への取り組み意欲が見られないもの
の，売上が増加傾向にある企業群に着目し，その企
業群が抱えている経営課題について知財と関連づけ
たソリューションを提供する知財経営コンサルティ
ングを行うことによって，知財経営の定着が見込ま
れるとの仮説を提示した．
鮫島（2016）は，中小企業に対する知財支援の方
向性として，「ニッチトップ型企業」，「下請け脱却
型企業」の知財支援を指摘した．「ニッチトップ型
企業」とは，「独自の技術とそれに基づいた独自の
製品，マーケットシェアを有する中小企業」である．
また，「下請け脱却型企業」とは，「独自の技術を有
するものの，それに基づいた独自製品を有しない企
業であって，今後，独自の製品開発を目指す企業」
である．
「ニッチトップ型企業」の知財支援のあり方とし
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ては，従来から存在する知財を通じて経営課題を解
決する知財経営コンサルティングの有効性を指摘し
た．これに対して，「下請け脱却型企業」の知財支
援のあり方の例として，いわゆる「川崎モデル」の
有効性に言及した．「川崎モデル」とは，「大企業の
休眠特許を中小企業に移転し，中小企業がこれを事
業化すること」であり，川崎市が先進的に行った事
業を指す．「下請け脱却型企業」にとっては，大企
業とタイアップできるため中小企業の信用力向上に
つながるメリットがあると説明される．なお，「川
崎モデル」における中小企業支援については，伊藤
（2016）が詳しい．
鮫島（2016）は，中小企業支援として，「逆川崎
モデル」の可能性について指摘した．「逆川崎モデル」
とは，「川崎モデルの逆バージョン」である．鮫島
（2016）は，「川崎モデルにおける技術の流れは大企
業→中小企業であったが，その逆方向，つまり，中
小企業→大企業という方向に技術が流れる」ような
知財戦略や知財経営のあり方を指摘し，大企業の課
題を解決するために中小企業の強みである技術を提
供することによって，大企業と中小企業が補完関係
を構成する可能性に言及した．これは，米国では，
大企業と中小企業の補完関係を国家競争力へ変換し
ていることを根拠とするものであり，日本における
スタートアップやベンチャーキャピタルの重要性を
指摘した．
また，鮫島（2016）は，知財金融の文脈ではある

が，中小企業支援としての知財ビジネス評価書にお
ける知財経営的な要素として，以下の四つを挙げて
いる．なお，鮫島（2016）によると，知財金融とは，
「技術を競争力とする中小企業が，技術およびこれ
にかかる特許等を保有していることを金融機関にア
ピールすることによって，金融機関とのリレーショ
ン改善につなげる取組」を指すものであり，最終的
には，金融機関からの資金調達をその射程とする．
言わば「知財活動＝金融機関のリレーション改善＝
資金調達」という関係になると述べた．
①　 「知財にかかるマーケット規模（事業規模）
とその推移予測」

②　 「マーケットにかかる製品の必須特許を保有
していること」

③　 「技術優位性，価格優位性などの何らかの付
加価値の存在」

④　 「量産設備，販売ネットワーク，ブランド，
安定顧客の存在など，③を具現化する企業力」

ここで，鮫島（2009）によると，②の必須特許と
は，「ある技術を実施するため，もしくは，ある製
品を生産するためにどうしても実施せざるを得ない
特許」を指し，企業が市場参入後に事業継続を行う
ために必要な特許とされている．
渡部（2016）は，知財金融の文脈の中で「知財を
活用した優れた事業，経営を行っている中小企業は，
その知財，事業，経営が優れていれば，当然，高い
収益があがっているはずであり，それは結果として
財務に反映されている」と述べており，このことか
ら知財経営については，知財を活用した優れた事業，
経営を行い，収益につなげていることと位置付けて
いる．
知財金融は，知財ビジネス評価書の作成，評価を
通じて，地域中小企業や地域金融機関に対して，知
財経営の普及，導入，定着を促進しようとする考え
方である．
渡部（2016）は，知財金融における知財視点の活
用のあり方について，リレーション・営業段階と審
査・ソリューション段階に分けて検討している．ま
ずリレーション・営業段階においては，金融機関の
取引先に対するコミュニケーション段階で，知財情
報の検索等を通じて，事前に知財情報を手掛かりと
して，取引先の実態把握をすることの重要性を指摘
した．審査・ソリューション段階においては，金融
機関の取引先に対する事業性評価の有効性や精度を
高めるために，企業の中で技術や知財がどのように
機能しているかを事業性評価全体の中に組み入れる
必要性を指摘した．
ここでも，知的財産については，技術と知的財産
権を分けて検討している．渡部（2016）は，「技術
および知的財産権の事業上の効用の大きさとそれを
持続可能な形で創出できる当該企業の能力」につい
て，それぞれ「技術力」，「知財力」と定義し，技術
力や知財力の強さが事業の優位性を左右することに
言及した．中小企業の知財経営を考えるときは，「技
術力」，「知財力」による裏付けを踏まえて，優れた
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ビジネスモデルの有効性や持続性を検証でき，金融
機関にとっては，より中小企業の事業リスクを軽減
する融資判断や本業支援が可能となるとの仮説を示
した．また，潜在的な市場に対する中小企業の事業
であっても，事業の前提となる「技術力」，「知財力」，
「技術や知財のポテンシャルに基づく潜在市場」を
踏まえた評価，分析をすることにより，中小企業に
対する金融機関の事業計画作成や遂行支援におい
て，事業計画全体の有効性を高められる．言わば，「技
術力」，「知財力」を前提とした中小企業の知財経営
の評価や判断が可能となるのである．
知財経営においては，経営デザインシートを活用
した事業戦略や知財戦略の立案も考えられる．経営
デザインシートとは，内閣府知的財産推進本部が推
進する，事業構想するためのフレームワークである．
なお，経営デザインシートの導入趣旨については，
浜岸（2021）が詳しく，経営デザインシートの活用
事例については，五島（2021）が詳しい．
小林（2021）は，知財ガバナンスと経営デザイン
シートと IPランドスケープの関係性，経営戦略と
知財戦略のあり方について述べた．

IPランドスケープとは，小林（2021）によると，「将
来を見据えたイノベーションによる事業拡大のため
の事業戦略立案を目的として，知財情報とマーケッ
ト情報を用いて事業環境を分析し，新規事業開発・
経営企画・経営層に対して戦略立案するもの」であ
り，経営デザインシートと親和性が高い戦略構築の
フレームワークとされる．IPランドスケープは，
知財情報を活用した戦略検討手法であり，パテント
マップとは異なる．パテントマップは，現状分析に
適しているが，IPランドスケープは将来予測の仮
説構築を目的とする．小林（2021）は，IPランド
スケープで仮説構築し，パテントマップにより仮説
検証を繰り返し行うことで，より洗練された戦略を
構築できると指摘した．
小林（2021）は，今後の知財活動は「経営への貢
献」が重視されるため，経営戦略と知財戦略との関
係性も変化することになり，「知財は新しい価値の
アイデアをビジネス化するためのツールであり，将
来起こり得る環境変化を前提としつつ，事業を構想
していくことにより価値が実現される」ことを指摘

した．そして，企業競争力向上や日本の競争力向上
の実現に向けて，経営デザインシート，IPランド
スケープ，パテントマップ等のフレームワーク活用
の有用性に言及した．なお，知財をマーケティング
ツールとしての活用に言及した研究として，Sugi-

mi tsu（2017）がある．

4.　考察

知財学会誌の論文レビューを中心として，知財経
営の方向性について検討した．その結果を整理した
ものが図 1である．図 1は，知財経営の理論的研究
と知財経営の方法論的研究のマトリクスである．
鮫島（2009）は知財経営の理論研究であり，現在
の知財経営の考え方の基礎的な研究として位置づけ
られる．これは言わば知財経営の普及段階の研究で
ある．鮫島 （2009）を前提として，その後，塚越
（2009），塚越（2012），土生（2016）へと推移して
おり，知財経営の理論について知財経営コンサル
ティングを通じて知財現場で理論仮説を検証しつ
つ，知財経営の普及から知財経営の定着へ向かうと
いう，どちらかと言えば知財経営の理論的要素が大
きく出ていた．
日本の知財経営は，毎年発表される知的財産推進
計画に大きな影響を受けており，その後は，中小企

高

低

低 高

小林（2021）

渡部（2016）

塚越（2012）

知財経営の理論的研究

遠山（2013）

鮫島（2016）

鮫島（2009）
塚越（2009）

土生（2016）

土生（2009）

米山（2009）

知
財
経
営
の
方
法
論
的
研
究

図1　知財経営の研究の方向性
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業支援を中心に知財経営の方法論的研究へシフトし
ていく．誤解を恐れず言えば，近年は，知財経営の
理論的な要素は少なく，どちらかと言えば知財経営
の方法論的要素が色濃く出ている．知財ビジネス評
価書や経営デザインシートを用いた知財経営の方法
論的アプローチへの流れである．
知財経営は，企業競争力を高める経営手法である．
企業は利潤を追求するための組織体であり，経営者
の最大の関心事は，知財活動が収益にどのように結
びつくのか，という点にある．そのため，中小企業
へ知財経営を導入するためには，方法論的なアプ
ローチによって，企業の伴走支援を行い，知財活動
の成果を体験してもらうという方向性も一策ではあ
る．
しかし，知財経営を導入し，知財活動を実践する
ためには経営者の理解が必要不可欠になることは言
うまでもない．そのためには，方法論的アプローチ
に加えて，従来どおり，知財経営の理論的アプロー
チも必要ではないか．知財経営の理論的アプローチ
は，経営者の知財経営への意識を高め，知財経営の
妥当性と信頼性の向上に寄与するのではないか．知
財経営を導入し知財活動を行うことによって，企業
はなぜ収益を高めることができるのか．これら問い
の仮説を深めていくためには，知財経営の理論的研

究の蓄積が重要なのである．
日本知財学会のビジネスと知的資産・知財法研究
分科会では，このような問題意識から知財経営の理
論的なアプローチに基づく研究を中心としたスタイ
ルを取っている．ビジネスと知的資産・知財法研究
分科会は，2009年 5月発足以来，ビジネスの中で
知的資産（知財権含む）はどのように活用され管理
されているか，その創出はどのようにされ，どこま
でが知財法で保護可能かという問いに対して，知財
法でカバーできる部分とできない部分とを把握し，
できない部分にどのように対処するのが法的側面，
ビジネス的側面で良いのか等につき，現状把握と問
題点を探り仮説を提示する活動をしてきた．
知財経営の理論的研究として，技術を強みとする
ものづくり企業の事例が多く存在したが，ものづく
り企業以外においても，知財経営の理論を研究する
ことは，知財経営の範囲を拡大することにつながる
ため，その意義は大きい．
図 2は，サービス業企業である RIZAP株式会社
の知財経営について公開資料により事例分析を行
い，知財と競争力の関係性を考察したものである．
図 2に示すとおり，知財経営の競争力の考察は，

「知財経営の視点」，「競争力の源泉の特定」，「競争
力強化のための知財群」の視点から分析を行った．

知財経営の視点 競争力の源泉の特定

競争力強化のための知財群

WHO :
　結果にコミットする企業

WHERE :
　中高年層，シニア層
　若年層
　モデル志向の女性層

HOW :
　Before/After の見える化
　太るメカニズムの認知，理解
　顧客との複数のコンタクトポイント
　最後までやり切る意識の醸成

WHO

WHERE

HOW

商品
特性

商品
企画

広告
誘因 契約 リピート物販プログラム

設計
カウンセ
リング

トレー
ニング

各種
データ

市場ニーズ
顧客ニーズ

ブランド
ノウハウ活用

ブランド
商標活用

ブランド
（ストーリー性）

図2　RIZAPの知財経営の分析
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まず，「知財経営の視点」については，WHO，
WHERE，HOWの三つの視点から検討した．WHO

の視点は，企業のビジョン，ミッション，バリュー
からの分析である．WHEREの視点は，事業を行う
市場や顧客からの分析であり，HOWの視点は，競
合会社に対して自社がどのように対応するかからの
分析である．

RIZAPの事例で説明すると，WHOは「結果にコ
ミットする企業」，WHEREは「自己投資産業の領
域でマズローの自己実現欲求階層がターゲット顧
客」である．HOWは「太るメカニズムの認知・理
解を通じて，Before/Afterの見える化」である．
次に，「競争力の源泉の特定」と，「競争力強化の
ための知財群」を検討するために，事業フローより
知的資産と知的財産を切り分けて分析する．図 2を
導き出すためには，図 3及び図 4の分析が不可欠で
ある．
図 3は，RIZAPの事業について，戦略，プロセス，
資源，組織の観点から分析した結果である．RIZAP

は，太るメカニズムを認知させ必ず効果を出すサー
ビスを提供することにより，競合他社と差別化を実

現する戦略を取り，それを「結果にコミットする」
というキャッチコピーに表現する．約 10万人に関
する研究・購買・顧客・健康の各種データや医療機
関のエビデンスを経営資源とする．メディカルト
レーナー・管理栄養士，医師モニター等を組織化し
ている．経営学的に言えば，戦略と資源・組織を接
着するためのプロセスを有しており，そのプロセス
は，食事から糖質を減らすという低糖質食事法，筋
力を維持するための筋力トレーニングプログラム，
太る痩せるに関するロジックを理解させるメンタル
フォローを行い，他社と差別化している．これらプ
ロセスを「RIZAPメソッド」と表現している．
そして，図 4は RIZAPのバリューチェーン分析
である．事業フローに対して，RIZAPがどのよう
な活動を行っているのかを検討した結果，広告の誘
因後は，顧客との接点を複数持つ顧客との対話に
よって太るメカニズムを顧客に認知させ，取り組む
意識を醸成させていた．
このような図 3及び図 4の分析結果を経て，

RIZAPの「競争力の源泉の特定」と「競争力強化
のための知財群」を検討すると，市場ニーズや顧客

背景
・ダイエットしてもリバンドする人が多い
・太るメカニズムが知られていない

プロセス : RIZAPメソッド
・低糖質食事法
　→食事から糖質を減らす
・筋力トレーニング
　→筋力を維持する
・メンタルフォロー
　→太る痩せるロジックを理解させる

組織 :
・メディカルトレーナー
・管理栄養士
・医師モニター

資源 : 約 10万人
・研究，購買，顧客，健康の各種データ
・医療機関のエビデンス

企業理念：
・人は変われる，を証明する

キャッチコピー：
結果にコミットする

戦略 :
・太るメカニズムを認知させ
必ず効果を出すサービスを
提供することにより，競合
他社と差別化を実現する

S

P

R O

フレームワーク出所 : ADLの SPRO分析のフレームワークを使用し筆者分析

　図3　RIZAPの SPRO分析
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会員ニーズをデータという知的資産を「競争力の源
泉」として蓄積し，様々なデータ活用を行う商品企
画やサービスプログラムへ活用しており，太るメカ
ニズムの理解を前提としたストーリー性をブランド
要素として商標へ乗せて顧客へ伝えている．ストー

リー性，ブランド，商標という知的財産が「競争力
強化のための知財群」ということになる．
このように，RIZAPはバリューチェーンに沿って，
情報的資源である知的資産及び知的財産を蓄積，還
流させながら，事業競争力を高めている．

商品
企画

プログラム
設計

広告
誘因

カウンセ
リング 契約

トレー
ニング 物販 リピート

➢太るメカニズムを活
用した商品ラインナッ
プ開発
➢医師モニターや医療
機関のエビデンスを活
用した商品企画，プロ
グラム設計

➢太るメカニズムを
認知させる
➢全額返金保証の導
入や契約の心理的
ハードルを下げる

➢メディカルトレー
ナー，管理栄養士に
よる指導
➢太るメカニズムに
効果的と思わせる商
品（フード）の販売

➢Before/
After の見
える化
➢ターゲッ
ト顧客層を
意識した有
名人の起用

医療機関 自社 ユーザ 自社 ユーザ 自社 ユーザ

 図 4　RIZAPのバリューチェーン分析
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フレームワーク出所 : ADLの SPRO分析のフレームワークを使用し筆者加筆

戦略 :
　ポジショニングが明確になる
　外部に対する独自性の提供

資源 :
　技術・ノウハウ
　デザイン・ネーミングに意味を持たせる

組織 :
　一貫性あるストーリーは，組織の内部を
　方向づける指針となる

プロセス :
　ストーリー性は，
　戦略と組織能力を接着する役割がある

戦略

表現系知財

組織能力

 図 5　表現系知財の役割
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この事例研究から導き出される知財経営の要素を
表したのが図 5である．図 5は知財経営に必要と思
われる表現系知財の役割を表したものである．
経営学的に言えば，戦略と組織能力を接着するの
が表現系知財である．表現系知財の役割は，自社ポ
ジショニングを明確にする，外部に対する独自性や
信頼性の提供といった戦略が可能になる．また，一
貫性のあるストーリーは，組織の内部を方向付ける
指針となり，技術・ノウハウ・デザイン・ネーミン
グに意味を持たせる役割がある．
以上のとおり，サービス業の事例研究によっても，
知財経営の導入に対して，有意義な示唆を得ること
ができるのである．

5.　おわりに

本論文では，ビジネスと知的資産・知財法研究の
視点から知財学会誌の掲載論文から日本の中小企業
支援の文脈における知財経営の変遷について確認し
た上で，知財経営を進めていくための今後の課題に
言及を試みた．
知財経営を導入し，経営者の理解を得て，知財活
動を実践するためには，方法論的アプローチに加え
て，知財経営の理論的アプローチの更なる探究によ
る仮説の導出が重要である．特に，知財経営を導入
し知財活動を行うことによって，企業はなぜ収益を
高めることができるのか，という問いに対する仮説
を深めていくことが必要となる．
更に，ものづくり企業に注目しがちであるが，サー
ビス企業にも目を向け，知財経営の理論研究の範囲
を拡大することにも目を向ける必要がある．
本論文は，知財学会誌の掲載論文を対象としてい
るため，知財経営の全てを網羅しているわけではな
い．経営学の分野では，知財戦略に関する研究の蓄
積も豊富であり，また，知財の担い手である知財人
材の育成についても多くの研究がある．

本論文は，知財学会誌の今後を見据えて，ビジネ
スと知的資産・知財法研究の視点から検討を行うも
のであり，今回は経営学全般や知財人材育成の観点
は除いていることを改めて付言する．

注
　1	 内閣府知的財産戦略本部WEBによると，「知的財産立国」とは，

発明・創作を尊重するという国の方向性を明らかにし，「ものづく
り」に加えて，技術・デザイン，ブランドや音楽・映画等のコン
テンツといった価値ある「情報づくり」，すなわち無形資産の創造
を産業の基盤に据えることにより，我が国経済社会の再活性化を
図るというビジョンに裏打ちされた国家戦略である．WEB
（h t t p s:/ / www . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / t i t e k i 2 /
kettei/030708f.html#0令和4年12月 11日最終閲覧）

　2	 経済産業省ウェブサイト「知的資産・知的資産経営とは」経済産業
省 WEB（https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/
teigi.html 令和4年12月11日最終閲覧）

　3	 特許庁「知的財産経営プランニングブック」WEB平成 23年 3
月（https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/
document/chizai_planning/all.pdf 令和 4年 12月 11日最終
閲覧）
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